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○ ○ 。

～・～・～　　業務量の推移　　～・～・～

      。○ ○

　

水道事業の令和6年度決算について、収益面では、給水収益や営業外受託工事収益などの増加により、

経常収益は増加となりました。費用面では、受水費が減少したものの、人件費や委託料が増加したことな

どにより、経常費用は増加となりました。この結果、経常損失は74,137,552円となり、さらに特別利

益、特別損失を加減した当年度純損失は、73,123,502円となりました。

今後につきましては、市民の節水意識の向上や、節水機器の普及に伴い、給水収益の増加は見込みづら

く、津田浄水場更新事業に伴う減価償却費が高い水準で推移することなどにより、厳しい経営状況が見込

まれます。水道事業では、令和元年６月に策定した「かいづか水道ビジョン2019」が策定後５年が経過

したため、令和７年３月にこれまでの実績を検証し、水道ビジョンの中間見直しを行いました。中間見直

しの結果に基づき、市民の皆さまに安全・安心な水道水を安定的に供給するために、老朽管布設替等の施

設整備を着実に実施していくとともに、経営健全化と経営基盤の強化に努めます。

　以下の表では、最近３年間の業務量の推移と財政状況に関する資料をお示ししています。



▼損益計算書

▼貸借対照表

～・～・～　　経　理　部　門　　～・～・～

　　　　単位：円

令和４年度 令和５年度 令和６年度

営 業 収 益 1,367,494,195 1,365,909,992 1,371,080,183

う ち 給 水 収 益 1,349,384,711 1,349,560,654 1,354,198,756

そ の 他 営 業 収 益 18,109,484 16,349,338 16,881,427

営 業 費 用 1,585,101,340 1,605,639,919 1,631,006,927

うち原水及び浄水費 570,528,392 557,195,028 577,601,287

う ち 減 価 償 却 費 618,274,721 626,144,819 625,586,379

営 業 利 益 △ 217,607,145 △ 239,729,927 △ 259,926,744

営 業 外 収 益 470,160,498 448,565,733 491,360,759

う ち 受 託 工 事 収 益 271,913,200 228,546,400 290,359,500

うち長期前受金戻入 136,794,620 138,209,555 136,300,508

営 業 外 費 用 284,273,805 255,958,829 305,571,567

うち支払利息及び企業債取扱諸費 38,195,165 36,598,598 34,916,611

う ち 受 託 工 事 費 222,886,906 196,972,142 245,946,898

経 常 利 益 △ 31,720,452 △ 47,123,023 △ 74,137,552

特 別 利 益 9,390 0 1,476,230

特 別 損 失 1,522,981 647,236 462,180

当 年 度 純 利 益 △ 33,234,043 △ 47,770,259 △ 73,123,502

科 目

　　　　単位：円

令和４年度 令和５年度 令和６年度

資　産 19,338,338,340 19,175,474,596 18,810,587,580

固 定 資 産 16,388,000,363 16,172,594,168 16,024,619,071

（ 有 形 固 定 資 産 ） 14,854,496,077 14,764,714,882 14,642,364,785

土 地 1,148,630,024 1,148,630,024 1,148,630,024

建 物 1,879,297,239 1,828,063,032 1,771,557,149

構 築 物 10,200,487,359 10,350,811,158 10,357,913,768

そ の 他 1,626,081,455 1,437,210,668 1,364,263,844

（ 無 形 固 定 資 産 ） 379,286 379,286 379,286

（ 投 資 ） 1,533,125,000 1,407,500,000 1,381,875,000

流 動 資 産 2,950,337,977 3,002,880,428 2,785,968,509

現 金 預 金 2,547,771,158 2,704,399,003 2,256,306,726

未 収 金 325,733,311 210,066,908 159,958,911

有 価 証 券 53,233,343 53,233,343 53,233,343

そ の 他 23,600,165 35,181,174 316,469,529

負　債　・　資　本 19,338,338,340 19,175,474,596 18,810,587,580

固 定 負 債 4,678,036,670 4,560,985,516 4,479,378,260

企 業 債 3,620,298,100 3,469,666,567 3,372,117,111

長 期 リ ー ス 債 務 0 0 2,336,908

引 当 金 1,057,738,570 1,091,318,949 1,104,924,241

流 動 負 債 628,901,559 737,653,707 609,646,811

企 業 債 274,103,126 295,831,533 292,649,456

短 期 リ ー ス 債 務 0 0 585,321

未 払 金 276,224,967 314,242,611 163,213,898

前 受 金 8,289,090 9,885,439 9,281,025

引 当 金 28,141,000 28,535,000 31,066,000

そ の 他 42,143,376 89,159,124 112,851,111

繰 延 収 益 2,599,902,404 2,485,055,925 2,390,104,563

長 期 前 受 金 2,599,902,404 2,485,055,925 2,390,104,563

建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金 0 0 0

（負　債） 7,906,840,633 7,783,695,148 7,479,129,634

資 本 金 9,232,830,627 9,232,830,627 9,232,830,627

資 本 金 9,232,830,627 9,232,830,627 9,232,830,627

借 入 資 本 金

剰 余 金 2,198,667,080 2,158,948,821 2,098,627,319

資 本 剰 余 金 1,605,101,341 1,613,153,341 1,625,955,341

利 益 剰 余 金 593,565,739 545,795,480 472,671,978

（資　本） 11,431,497,707 11,391,779,448 11,331,457,946

科 目



　▼業務分析に関する指標

　▼財務分析に関する指標

～・～・～　　各種経営分析指標　　～・～・～

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 備 考

流動資産

流動負債

現金・預金

流動負債

総収益

総費用

企 業 債 元 利 償 還 金

（％）

職 員 給 与 費 職員給与費

（％） 料金収入

22.3 23.0 21.8

47.3

総資産の中での固定資産の割
合

20.1 21.8 22.0

1.0 1.0

42.5 43.8

1.0

86.3 85.1 84.0

98.2 97.4 96.2

7.7 7.2 8.4

0.5 0.5 0.5

0.1 0.1 0.1

0.1 0.1 0.1

405.1 366.6 370.1

469.1 407.1 457.0

87.6 87.7 88.0

116.8 116.5 116.8

72.6 72.4 72.9

24.2 23.8 23.8

84.7 84.3 85.2

対
す
る
比
率

料
金
収
入
に

建設改良のための企業債元利償還金
×１００

料金収入

×１００

企業債償還元金対減価償却費比率 企業債償還元金
×１００

（％） 減価償却費

利 子 負 担 率 支払利息＋企業債取扱諸費
×１００

（％） 企業債＋長期借入金＋一時借入金＋リース債務

営 業 収 支 比 率 営業収益－受託工事収益
×１００

（％） 営業費用－受託工事費用

（回転） （期首営業未収金＋期末営業未収金）÷２

総 収 支 比 率
×１００

（％）

（期首流動資産＋期末流動資産）÷２

未 収 金 回 転 率 営業収益－受託工事収益

（回転） （期首固定資産＋期末固定資産）÷２

流 動 資 産 回 転 率 営業収益－受託工事収益

（回転）

（期首自己資本＋期末自己資本）÷２

固 定 資 産 回 転 率 営業収益－受託工事収益

現 金 比 率
×１００

（％）

自 己 資 本 回 転 率 営業収益－受託工事収益

（回転）

資本金＋剰余金＋評価差額等＋固定負債＋繰延収益

流 動 比 率
×１００

（％）

（％） 資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益

固定資産対長期資本比率 固定資産
×１００

（％）

負債資本合計

固 定 比 率 固定資産
×１００

（％） 負債資本合計

自 己 資 本 構 成 比 率 資本金＋剰余金＋評価差額等＋繰延収益
×１００

（％）

固定資産＋流動資産＋繰延資産

固 定 負 債 構 成 比 率 固定負債
×１００

項 目 算出方法

固 定 資 産 構 成 比 率 固定資産
×１００

（％）

固定資産構成比率と自己資本構成
比率とは対応関係となるが、負
債、資本に対応する調達方法をみ
る

自己資本で固定資産をどの程度ま
かなっているのかをみる

固定資産に対する調達原資の適合
関係をみる

短期債務に対して応ずべき流動資
産が十分にあるかどうかの支払い
能力をみる

即時支払い能力をみる

自己資本の利用度をみる

起債元金がその補填財源である減
価償却費に占める割合を表す

企業債発行額が事業規模に適正か
どうかを判断する基準を表す

職員給与費＝受託工事費・児童手
当を除いた額

固定資産の利用度をみる

流動資産の利用度をみる

営業未収金の回収の程度を表
す

収益と費用の相対的な関連性
を表す

業務活動能率を表す

資金調達のための負債に対する利
子費用の利率の高低をみるもの

Ｒ４年度

施設の稼動状態を把握する

施設の利用状況をみる

施設投資の適正をみる

導送配水管１m当りの配水量をみて、
その効率をはかるもの

有形固定資産１万円当りの配水量をみ
て、その効率をはかるもの

供給単価

給水原価164.9 169.4 173.7
（円）

147.5

24.4

149.8 151.4

6.4 6.4 6.4

77.7 75.7

24.8 24.6

77.0

72.0 71.2 70.6

92.6 94.1 91.8

Ｒ５年度 Ｒ６年度

×１，０００

備 考

（円）

給水収益 給水収益（千円）

給水費用 経常費用（千円）－受託工事費等（千円）

×１，０００

有形固定資産（万円）

年
間
有
収
水
量

１

当
た
り

導送配水管延長（m）

固定資産使用効率

（％）

配水管使用効率

（％）

最 大 稼 働 率
×１００

×１００

（％）

施 設 利 用 率
×１００

項 目 算出方法

負 荷 率


